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障害者自立支援機器等研究開発プロジェクト 

統括研究報告書 

安全に配慮された電動車いす 

研究代表者 佐藤 雄隆 
（独）産業技術総合研究所情報技術研究部門研究員 

 
研究要旨 

本研究開発は，社会的な問題となっている電動車いすの安全をテーマとし，技術開発の立場

から解決策を提案しようとするものである．電動車いすは，障害者の自立移動を促進する有効

な福祉機器であると同時に，事故などによる危険を伴う機器でもある．本研究開発では，電動

車いすの操作者に起因する危険性を軽減するとともに，機械側が安全性の多くを担うことで自

立移動の可能性を拡げることを目指し，①障害物・段差等危険回避技術，②段差踏破技術，③

直進走行技術，④対人衝突回避技術，⑤対人協調走行技術，の各技術の開発を行い，研究期間

内にこれらの機能を実装した試作機を開発したうえでユーザによる実証試験を行った．実証実

験では，本研究開発の有用性を定量的に実証すると同時に，アンケート調査でも，本研究開発

で開発した技術がユーザの安全安心向上に寄与することが示唆された．また，i) 習熟を考慮し

た開発・評価手法が必要であること，ii) 安全制御における各種パラメータの最適化が必要で

あることなど，今後の課題についても明確にされた．本研究開発ではまた，当該技術に関係す

るステークホルダ（利用者，企業，医療専門職，福祉機器専門家，技術開発専門家等）を集め，

研究会形式でその実用化・普及にむけた課題の抽出もあわせて行った． 
 

研究分担者 
松本 治  
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テム研究部門，グループリーダ 

（独）産業技術総合研究所情報技
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（独）産業技術総合研究所知能シ

ステム研究部門，主任研究員 

アイシン精機（株)ライフ＆アメニテ

ィ技術部，グループマネージャ 
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ター研究所福祉機器開発部，部長 
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加茂光広 
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アイシン精機（株)ライフ＆アメニテ

ィ技術部 チームリーダ 

国立障害者リハビリテーションセン

ター研究所福祉機器開発部，研究員 

Ａ．研究開発目的 

 電動車いすは，障害者の自立移動を促進

する有効な福祉機器であるが，近年その台

数の増加に従って，歩行者や障害物への衝

突や段差や階段における転倒・転落などの

事故が増加し，深刻な問題となっている． 
日本では高齢化に伴って，電動車いすの出

荷台数は年々増加しており[A1]，図 A-1 に
示すように 2008 年度までの累計出荷台数

は約 53 万台である．製品評価技術基盤機

構に 1985 年 5 月から 2008 年 1 月末まで

に寄せられた事故情報は 96 件である（製

品事故のみ．交通事故は含まない）．事故の

内訳は図 A-2 のとおりであり，転落，転倒，

踏切での事故が 64%を占めている．また，
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図 A-3 より事故の原因は，操作ミスが 25%
を占めている．さらに事故の詳細として，

道路の路肩から用水路に約 1.7m 下の用水

路に転落し，電動車いすの下敷きとなり死

亡．ビルの正面入口に設置してある段差板

を直角に進行したところ，前輪が浮き上が

り，気がついたら床に倒れる，その際，頭

と上腕にケガを負った，などが報告されて

いる[A2]． 
電動車いすの事故原因を大別すると，車い

す自体の破損や故障に起因するもの，誤操作

や判断ミスなど操作者に起因するものが挙げ

られる．また一方で，電動車いすの安全は，

操作者のスキルにより確保されている部分も

多く，適合や訓練の要因も重要なポイントと

なる．本研究開発では，電動車いすの操作

者に起因する危険性を軽減する（下記①，

④に対応）とともに，機械側が安全性の多

くを担うことで自立移動の可能性を拡げる

（下記②，③，⑤に対応）ことを目指す． 
そのために，全方向ステレオカメラ，レ

ーザレンジセンサ，加速度計，ジャイロ等

の各種センサを用いた転倒・転落・衝突回

避機能等を電動車いすに付加し，指定課題

に対応した， 
①障害物・段差等危険回避技術 
②段差踏破技術 
③直進走行技術 
④対人衝突回避技術 
⑤対人協調走行技術 

をそれぞれ実現する．研究期間内にこれらの

機能を実装した試作機を開発し，ユーザによ

る実証試験を行う． 
 一方，電動車いすの安全は，技術のみで

は解決できない課題が多く存在し，安全装

置の製品化には，他の製品にはない高いリ

スクがあるため，企業としてのモチベーシ

ョンにつながらないという意見もある．本

研究開発では，当該技術に関係するステー

クホルダ（利用者，企業，医療専門職，福

祉機器専門家，技術開発専門家等）を集め，

研究会形式でその実用化・普及にむけた課

題の抽出もあわせて行う． 
Ｂ．研究開発方法 

本研究開発では，電動車いすの安全確保の

ために必要となる環境認識および運動制御技

術に関する高度で先端的な技術力を有する産

総研，および電動車いすの販売実績を持ち，

新技術の実用化に関する知見を有するアイシ

ン精機，そして，想定される支援機器ユーザ

に関する深い知識を有する国リハ研究所がそ

れぞれ密接に連携することで，プロジェクト

を効率的に推進する研究開発体制をとった．

具体的には，産総研は指定課題に対応した機

能をそれぞれ実現するために，全方向の画像

と距離情報を死角なく取得する能力を持つ

「全方向ステレオカメラ」や，ミラーを併用

することで水平面と垂直面を同時に検知でき

るレーザレンジセンサなどのセンサ群，そし

て姿勢センサを用いた段差踏破補助や片流れ

防止機能のアルゴリズムおよび制御法に関す

る研究・開発を行いつつ，アイシン精機と密

接に連携しながら，試作機の設計・調整にあ

たった．アイシン精機は，電動車いすの本体

設計および各動作部の設計・試験を中心に担

当し，前述の産総研で開発した技術を産総研

と連携しながら試作機としてまとめ上げた．

更に，想定される支援機器ユーザに関する深

い知識を有する国リハ研究所が，ユーザによ

る機器評価や安全技術普及に関する総合的な

検討などを分担する体制をとった． 
以上のように，本研究開発においては，研
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究分担者が独立した分担テーマを遂行するの

ではなく，密接な連携のもとに研究開発を効

率的に推進する体制をとったため，本研究報

告書もそれに基づき，分担研究報告書の形式

をとらず，総括研究報告書として全体を順序

立てて記述する形式とした．なお，各章ごと

の文責者は目次に記載した． 
 
（倫理面への配慮） 

実証試験にあたっては，まず試作機に想定

される危険源を特定し，その対策を講じると

ともに，事前に開発者による走行試験を行う

ことで安全性を確認した．また，実証試験の

エンドポイント，想定される不利益や危険性

について事前にチェックを行い，その対策に

ついて十分検討した．個人データの管理は，

実証実験責任者が一括して行い，保管場所の

施錠等，漏洩の無いよう十分な配慮を行った．

収集したデータについても匿名化した上で管

理を行った． 
産総研内では健常者の方を対象とした被験

者実験のみを行い，国リハ研究所では歩行に

障害がある方を対象とした被験者実験を行っ

た．このため，それぞれに対応した産総研用

（資料 B-1 参照）と国リハ研究所用（資料

B-2 参照）の説明書および同意書を作成した

（実際の説明書には実験責任者の詳細な連絡

先および実験に従事する者全ての情報が記載

されているが，資料 B-1 および B-2 では省略

している）．実証試験に関する事項は，これら

の説明書による書面説明を行い，同意書によ

る同意を得たうえで実施した． 
また，以上の倫理面への配慮の妥当性につ

いては，実証試験を実施する国リハ研究所お

よび産総研において，それぞれ倫理審査委員

会に諮り，多重のチェックを受けた．以上の

ことから，倫理面の問題は発生しなかったと

判断している． 

Ｃ．研究開発結果 

本研究開発では，開発した機能を検証する

ために，先行試作機，プロトタイプ機，成果

機を開発した．図 C-1 に，先行試作機，プロ

トタイプ機および成果機の外観を示す（主な

仕様を表 C-1 に示す）．簡易型電動車いすを

ベースとして開発した車体に，片流れ防止用

の各種センサ（加速度計，レートジャイロ），

段差安定踏破用の電磁ブレーキ付き受動転倒

防止バー，下り階段・段差検知用のレーザレ

ンジセンサ，全方向ステレオカメラなどを搭

載することができる． 
以下，開発した各機能の詳細について述べ

る． 
 
１．障害物・段差等危険回避技術 

屋内外の舗装された水平な路面の高さ5cm 
以上の上り・下り段差を対象に，上り・下り

段差や下り階段からの転落回避技術を構築し

た．まず始めに，外界センサにより段差まで

の距離を検出する手法を示し，次に検出結果

に基づいて段差を旋回して避ける手法を示す．

提案手法の有効性を検証するために，本技術

を簡易型電動車いすに実装し行った，段差回

避実験を示す．段差を検知するためのセンサ

としては，距離測位センサであるレーザレン

ジファインダ（以下，LRF）を用いた．  
この機能を用いることにより，段差等によ

る転倒・転落事故のリスクを軽減することが

出来る．なお，障害物の回避については４．

で併せて述べる． 
 
１．１ ミラー付き LRF  

本研究開発で使用した LRF は，不可視（近

赤外線）レーザで水平面状の空間の一定角度

範囲（270 度）をスキャンし，物体までの距
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離と角度を得られるものである．使用した

LRF は図 C-1-1 に示す Rapid-URG（北陽電

機(株) 製，UBG-04LX-F01）である．表 C-1-1
に仕様を示す．この LRF に図 C-1-2 のよう

に鏡を取り付けることで，レーザの照射方向

を変える．以降，これをミラー付き LRF と
呼ぶ．このミラーによりレーザ光が反射する

ことにより，1 台の LRF で水平一面，垂直

二面の三面をスキャンすることが可能となる

[C1]． 
ミラー付き LRF で得られる距離データに

は図 C-1-3 のように水平方向のデータと垂直

方向のデータの両方が含まれる．表 C-1-2 に，

反時計周りでのインデックスと LRF の前方

（図 C-1-3 では上方向）を 0° としたときの

角度範囲，データの種類を示す． 
図 C-1-2 のミラー付き LRF は，底面が鉛

直となるように車いす前方に設置する．測距

範囲は図 C-1-4，図 C-1-5 となり，前方は

116°，垂直方向は水平を 0°すると－43°
~5°の 60°である．両サイドの垂直方向スキ

ャン用のミラーはレーザが外側に 9°向くよ

うに曲げてある．約 80cm 前方の壁面にミラ

ー付き LRF を正対させてスキャンし座標変

換した例を図 C-1-6 に示す．原点が LRF の

中心，X-Y 平面が地面，y = 800 あたりの

X-Z 平面が壁面である． 
ミラー付き LRF を 2 台，図 C-1-7 のよう

に車いすの前方左右に 9°外側に向けて取り

付ける．左右垂直方向のスキャン範囲は 9°
外側に向いているため，最も外側のスキャン

範囲は 18°外側に向き，中央の二スキャン範

囲は前方を向く．外側へ向けることで段差が

車いすと平行に存在しても段差に接近してい

れば検知することが可能となる．本研究開発

で使用した車いすに取り付けたときの寸法は

A = 約 23cm，B = 約 45cm，h = 約 50cm で
あった． 
 
１．２ 段差検知手法 

本研究開発では，前述のように，屋内外の

舗装された水平な路面の高さ 5cm 以上の上

り・下り段差を対象とする．さらに，植え込

みなどの検知可能性についても検証する． 
 
１．２．１ 下り階段検知 

本研究開発で使用している LRF である北

陽電機(株) 製 URG シリーズは最大計測距

離以上のデータはエラーとなる．下り階段に

接近した場合，図 C-1-8 のようにエラーが連

続して発生する．以降，このような連続した

エラー群をエラーエリアと呼ぶ．垂直スキャ

ンのエラーエリアが一定数以上のエラーから

成り立っている場合，そこは地面がない場所

（階段のような大きな下り段差）である可能

性が高い． 
図 C-1-9 は，エラーデータが連続した数に

応じた階段までの距離を示す．計測に使った

階段の寸法は，一段の高さ（蹴上げ寸法）が

17cm，一段の奥行（踏み面寸法）が 27cm，

12 段である．約 1m 手前でエラー連続数が

20 であった． 
図 C-1-10 はエラーエリアを示した図であ

る．線が放射状に右下端から伸びており，短

い線分がエラーでないデータ，長い線分がエ

ラーのデータである．このような誤認識によ

りエラーではない部分が混ざりエラーエリア

が分断される場合がある．そこで，エラーエ

リアを特定した後，近接したエラーエリア同

士をマージすることで，誤認識によるエラー

エリアの分断を防ぐ．図 C-1-11 は，連続して

いないエラーが発生するごとにエラーエリア
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データを作成し，作成した後エラーが連続し

ている間エラーエリアの範囲を広げていくこ

とで，エラーエリアを特定するためのアルゴ

リズムである．図 C-1-12 は，エラーエリア

間がマージ閾値以下ならエラーエリア同士を

結合させ一つのエラーエリアにして，分断さ

れたエラーエリアをマージするためのアルゴ

リズムである．これらのアルゴリズムにより

図 C-1-10 のエラーエリアをマージしたもの

を図 C-1-13 に示す． 
 
１．２．２ 下り階段検知 

下り段差をミラー付き LRF でスキャンす

ると，図 C-1-14 のように車いすのある段差

上の地面と段差下の地面が得られる．そこで，

段差上の地面の端を求めることで段差までの

距離を求める．下り段差検知アルゴリズムを

図 C-1-15 に示す．具体的には，図 C-1-16 の

ように，N 個の連続した点データが内包でき

る高さを持つボックスを作る．N = s1; s2 の
二つのボックスを手前側から一点ずつ走査さ

せ，二ボックス内の平均 y 座標 yj の差が

Hmin 以上の所を段差と検知する．ただし，

一定数の点データをボックスに収めるための

y 方向の高さが D 未満であるときのみ段差

と判断する．図 C-1-16 は，s1 = s2 = 3 のボ

ックスで走査した場合を示す．box1 は走査

開始時のボックスの位置で，このときは yj の
差が Hmin 未満なので段差と判断しない．

box2 は二つのボックスが段差の上下に別れ

たときである．このとき yj の差が Hmin 以
上となり段差と判断する．box3 は s1 = 3 個
の点を収めるためのボックス高さが D 以上

なので段差ではないと判断する． 
車道と歩道の間の約 15cm の下り段差を

計測した結果を表 C-1-3，図 C-1-17～図

C-1-19 に示す．パラメータは Hmin = 50mm，

s1 = s2 = 3，D = 30mm とした．図中の点群

中の直方体が検知した段差の位置と高さを示

す．常に左右両方で検知できるわけではない

が，段差の位置と高さを正しく検知している

ことが分かる． 
 
１．２．３ 上り段差検知 

上り段差や上り階段，壁面はいずれも図

C-1-20 のように，鉛直方向に連続してスキャ

ンされる．よって，鉛直方向に連続している

点群を検出し点群中で最も LRF に近い点を

段差までの距離とする． 
エラーエリアを特定するアルゴリズムと同

じような手法で連続して鉛直方向に伸びてい

る座標データ群（上り段差）を見つけ出し，

少ない要素数の上り段差の削除，上り段差の

マージを行う．その手法を図 C-1-21 に示す．

ただし，削除やマージはエラーエリアの場合

と同様であるため省略する．図 C-1-22 は，

dxmax = 15mm，dymin = 2mm，最低要素

数 20，最低上り段差高さ 150mm，マージ閾

値 5 で実際の壁に対して検出を行った結果

である．上方向に並んだ点群が実際の壁であ

り，点群中の長方形が検出した壁である．長

方形の幅は dxmax である．実際の壁の点群

に長方形が重なっており，正しく壁を検出し

ていることが分かる． 
歩道の脇に植えられた図 C-1-23 のような

四角く刈られた植え込みに向かって車いすを

配置して計測をした．検知結果を表 C-1-4，
図 C-1-24，図 C-1-25 に示す．植え込みは上

り段差として検知されることが望ましいが，

ほとんど検知されることはなかった．これは

植え込みをスキャンしたときの各点のばらつ

きが大きいためである．上り段差として検知
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させるには，前後方向のばらつきに対応する

ために dxmax の値を上げる必要がある．ま

た，マージ前の不要データ削除で，いくつか

に分断された上り段差データが削除されない

ように，Hmin と Nmin を下げる必要がある． 
以上より，dxmax = 50mm，dymin = 3mm，

最低要素数 10，最低上り段差高さ 150mm，

マージ閾値 5 とパラメータを変更した．その

結果を表 C-1-5，図 C-1-26，図 C-1-27 に示

す．どちらも植え込みを上り段差として検知

した． 
 
１．３ 段差回避手法 

前述の段差検知手法により段差までの距離

L[m] が求められる．車いすに搭載されてい

るエンコーダにより左右の車輪の角速度ωL，

ωR[rad/s] を求め，車速 v = r(ωL+ω
R)/2[m/s] が求められる．ただし，r は車輪

の半径[m] である．車いすが速度 v で走行し

続けて段差に衝突するまでの時間 tc は tc = 
L/v で求められる．段差までの距離が遠い場

合には緩やかに旋回し，近い場合には速やか

に旋回するために，求めた衝突時間に反比例

させた旋回速度で車いすに回避行動をとらせ

る． 
ミラー付き LRF は車いすに二台搭載して

いるので最大四点で段差を検知できる．各点

で検知したかどうかの組み合わせは全部で

16 パターンあり，各パターンごとの回避行

動を定める．パターンと回避行動の対応表を

表 C-1-6 に示す．LL，LR，RL，RR は，ス

キャンしている場所を示し，LL は左の LRF
の左の垂直面，LRは左のLRF の右の垂直面，

RL は右の LRF の左の垂直面，RR は右の

LRF の右の垂直面を示す．回避行動の基本方

針は右側で検知したら左側に旋回する，左側

で検知したら右側に旋回することとし，複数

の点で検知した場合はより正面に近い方向に

あるとみなし，より速く旋回させる．前方の

点のみ（LR と RL）やすべての点で検知した

場合は，正面に段差があるとみなし前進を停

止させる．ただし，後進や旋回は可能とする．

目標左右旋回速度は衝突時間 tc に反比例し

た角速度であり，表 C-1-7 に示す値に設定し

た．また，高速走行時の急旋回を避けるため

に衝突時間が 2[s] 以下かつ LL～RR のいず

れかで検知した場合は，tc/2 を目標制御速度

に乗じて減速させることとした． 
以上の回避行動については，ユーザがジョ

イスティックなどで入力した目標値を上書き

する形で実行する．表 C-1-6 の一番下の何も

検知していない場合などは，ユーザの入力ど

おりに車いすを制御する．  
 
１．４ 下り段差回避実験 

提案した段差検知・回避手法が有効である

かを確認するために産総研敷地内の屋外実環

境で走行実験を行った．下り段差回避実験で

使用した基礎実験用試作機を図 C-1-28，図

C-1-29 に，仕様を表 C-1-8 に示す．この車

いすにはジョイスティックが取り付けられて

おり，ジョイスティックの倒し角を PC で取

得し車輪の速度制御が可能である．図 C-1-30 
にシステムの構成を示す．ノート PC でミラ

ー付き LRF のデータを取得，段差検知を行

い，回避行動の要求を車いす（ボード PC）

に送信する．車いす側はノート PC に衝突時

間を計算するための車輪の角速度を送信する．

また，ジョイスティックや受信した回避行動

に応じたモータの速度フィードバック制御を

行う． 
図 C-1-31 のコースを走行させ，段差を回
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避できるかを確認した．コースは産総研敷地

内のロータリー内の歩道で，右側が車道への

下り段差，左側が植え込みの縁石による上り

段差である．ジョイスティックは前方に倒し

たまま固定し，車いすの速度は最大約 3km/h 
で走行させた． 

図 C-1-32 に実験の様子を示す．写真下部

に写っているのが図 C-1-31 の下り段差であ

り，写真はこの段差を回避するために旋回し

ている途中である． 
図 C-1-33 に実験中に検知した段差と段差

まで距離，車いすの方位角を示す．まず，2 秒
を過ぎた所で約 130cm 先に約 20cm の下り

段差を検知した．その後，方位角が増加して

いることから回避していることが分かる．次

に，約 7 秒後，約 120cm 先に約 7cm の上

り段差を検知し，先程とは逆方向に旋回して

いる．この段差は図 C-1-31 の左端の上り段

差である．最後に，約 10 秒後に約 170cm 先
に約 20cm の下り段差を検知した．この段差

は図 C-1-31 のゴール右側の段差で，直前の

回避行動で車いすがこの段差側に向いたため

検知したと考えられる．なお，0～2，4～6 秒
で方位角が少しずつ増えているが，屋外で行

ったため路面の少しの傾きにより片側へ流れ

ていることが原因である．以上のように，提

案したミラー付き LRF により段差を検知・

回避する手法により実環境において段差を回

避できることがわかった．なお，図 C-1-34
に示すように，プロト機，成果機にも搭載し，

開発した技術の検証を行った．  
 
２．段差踏破技術 

簡易型電動車いすの場合，駆動輪軸を前方

へ移動させ，重心を後ろ寄りに設計すること

で，前輪キャスタの持ち上げが容易になり，

操作者が意図的に車いすをウイリー状態にさ

せなくても段差踏破がしやすくなる．しかし，

その一方で，後方へ転倒し易くなるため，通

常の固定式後方転倒防止バーでは，過度に後

傾し不安定な状態に陥る． 

本研究開発で開発した簡易型電動車いすは，

重心位置が通常の車いすよりも後方に設計さ

れている．その車いすに受動的に可動できる

ようにした電磁ブレーキ付き後方転倒防止バ

ーを開発し取り付けた．ピッチ角や前後方向

の加速度の値に応じて電磁ブレーキの ONと

OFFを切り替えてバーの固定状態と解放状態

を制御することで後方への過度な傾きを防止

し，安定段差踏破を可能とする． 

この機能を用いることにより，ユーザは街

中に多く存在する段差をより楽に，安定した

状態で踏破できるようになる． 

 

２．１ パッシブな転倒防止バー 

車いすには図 C-2-1 のような後方転倒防止

バーと呼ばれるものが車いすに取り付けられ

ていることが多い．後方転倒防止バーにより

後方への傾きが一定角度で抑えられ転倒を防

止することができる．しかし，従来の後方転

倒防止バーは車いすのフレームに固定されて

いるため，図 C-2-2 のように段差や坂道を登

るときや急発進時などに，大きく後方に傾い

てしまう． 

本研究開発では，図 C-2-3，図 C-2-4 のよ

うなパッシブに可動する後方転倒防止バーを

用いる．通常時は車いすとの接合部を軸に地

面に沿って可動するが，段差踏破時や上り坂

登坂時などにはバーの付け根に取り付けた電

磁ブレーキによりバーを固定し後方への過度

の傾きを防止する． 
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２．２ 転倒防止バー制御 

段差踏破時にピッチ角度と X 軸（進行方

向）の加速度が増加することに着目し，加速

度 x''とピッチ角度θpがあらかじめ設定し

た閾値を連続して n回超えたら電磁ブレーキ

を作動させバーを固定し，別の閾値を下回っ

たら電磁ブレーキを解除しバーをパッシブに

戻す．図 C-2-5 に制御のステートマシン図を

示す． 

図 C-2-6 は，高さ 2.5cmの段差を乗り越え

たときの加速度 x''とピッチ角度θpである．

段差を乗り越え始めてすぐにピッチ角の増加

と共に加速度が増加していることが分かる．

図 C-2-7 は転倒防止バーを機械的に固定し後

方へ傾かないようにして，平地で車いすを急

加速で発進・走行・停止させた場合の加速度

の推移である． 

通常走行時に誤検知しないようにするため

には，図 C-2-6 より加速度の閾値の絶対値は

0.3 以上が適当と考えられる．急発進を検知

するためには図 C-2-7 より発進，停止時の加

速度である 0.4程度が良いと考えられる．た

だし，急減速（正方向の加速度）は車いすが

前のめりにはなるが後方へ傾くことはないた

め検知対象外とする．よって，加速度 x''の

電磁ブレーキをかける閾値は -0.4とし，通

常走行時に電磁ブレーキを解除するための閾

値は-0.2とした．ピッチ角度の閾値は上り坂

で常にバーを固定しておくために -4°とし

た． 

  

２．３ 段差乗り越え実験 

提案した転倒防止バー制御法の有効性を確

認するために，段差に向かって走行させ踏破

する実験を行った．実験に用いた電動車いす

は片流れ防止実験で使用したものと同じであ

る．転倒防止バーの仕様を表 C-2-1 に示す．

ハーモニックギアは転倒防止バーの回転軸に

連結し，電磁ブレーキのブレーキトルクを増

すためのものである． 

高さ約 2.5cmと 4.5cmの段差に対し，図

C-2-8 のように段差の約 1m手前から最大約

2.5km/hで走行し，図 C-2-9 のように前輪が

段差に接触し停止した状態から段差を乗り越

える実験と，傾斜角度 6°,8°の斜面を直角

に登坂する実験を行った． 

まず，4.5cmの段差の結果について示す．

図 C-2-10～図 C-2-13 に助走の有無および転

倒防止バー制御の有無のそれぞれの場合のピ

ッチ角度と進行方向の加速度を示す．ピッチ

角度は負方向が後方，加速度は負方向が前方

である．制御ありの場合はさらに転倒防止バ

ーが固定されている間を緑のプロットで示す． 

図 C-2-10 は，4.5cmの段差に 1m手前から

走行し，転倒防止バー制御なし（ブレーキフ

リー）の場合である．これを例に段差踏破時

の加速度とピッチ角度の変化を見てみる．1

秒付近の加速度の変化は走行開始時の加速で

ある．3秒付近の急激な加速度の変化は段差

に前輪が衝突したときの衝撃である．段差に

衝突後，3～5秒にかけて段差を乗り越えてい

る．4秒付近で正方向の加速度が発生し，ピ

ッチ角度の変化が緩くなっている箇所は駆動

輪が段差を乗り越え始めたときである．6秒

付近で段差を乗り越えて車いすが水平に戻り，

前輪が接地する．このときの正方向の加速度

は接地の衝撃である．以上が段差踏破時に見

られる加速度とピッチ角度の変化である．こ

れらの変化のうち，段差を乗り越えている間

のピッチ角度の変化について注目する． 

  図C-2-10では約 22°まで後方へ傾いてい

るが，ブレーキ制御を行った場合の図 C-2-11
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では，約 16°までの後傾で収まっている．ま

た，図 C-2-11 より 1.5秒からの発進時の加速

と 4～7秒の段差乗り越え時に転倒防止バー

が固定されている． 

4.5cmの段差に接触した状態から乗り越え

る場合，制御なしの図 C-2-12 では，約 24°

まで後方へ傾いている．制御ありの図 C-2-13
では，約 15°まで後方へ傾いている．また，

図 C-2-13 より 3～5.5秒の段差乗り越え時に

転倒防止バーが固定されている． 

4.5cmの段差の場合には助走ありと助走な

しともに，制御なしだと約-24°付近まで後方

へ傾いた．実験に用いた車いすは転倒防止バ

ーの可動範囲の上限まで傾けると 24°まで

後方へ傾く．よって，制御なしの場合は後方

へ可動範囲の上限まで傾いている．制御あり

だと約 16°付近まで後方へ傾いた．実験に使

用した車いすで 4.5cm の段差に手押しで添わ

せると最低でも 14°まで後方へ傾ける必要

があった．よって，制御ありの場合は必要最

小限の角度まで傾いていると言える． 

助走ありで 2.5cm の段差乗り越えの場合，

制御なしの図 C-2-14 では，約 2°後方へ傾い

ている．制御ありの図 C-2-15 では，約 4°ま

で後方へ傾いている．また，図 C-2-15 より

3.5～5.5秒の段差乗り越え時に転倒防止バ

ーが固定されている． 

助走なしで 2.5cm の段差乗り越えの場合，

制御なしの図 C-2-16 では，約 14°まで後方

へ傾いている．制御ありの図 C-2-17 では，

約 7°まで後方へ傾いている．また，図 C-2-17
より 2～3秒の段差乗り越え時に転倒防止バ

ーが固定されている． 

2.5cmの段差の場合には 1m手前と接触した

状態では結果が異なった．1m手前からの場合

は後方へあまり傾いていないが，接触した状

態からでは大きく後方へ傾いた．4.5cmの段

差の場合には段差が高いため衝突し速度が落

ちたが，2.5cmでは低いため速度が落ちずに

段差を乗り越えられることが原因と考えられ

る．制御ありの場合は，最大約 7°まで後方

へ傾いた．実験した車いすで 2.5cmの段差に

手押しで添わせると最低でも 6°まで後方へ

傾ける必要があったことから，制御ありの場

合は必要十分な角度まで傾いていると言える． 

次に，6°の上り斜面走行の場合，制御なし

の図 C-2-18では，約 5°まで後方へ傾いてい

る．制御ありの図 C-2-19では，約 2°まで後

方へ傾いている．また，図 C-2-19より転倒防

止バーは一度も固定されていない． 

8°の上り斜面走行の場合，制御なしの図

C-2-20では，約 20°まで後方へ傾いている．

制御ありの図 C-2-21では，約 14°まで後方

へ傾いている．また，図 C-2-21より 3秒以降

は常に秒転倒防止バーが固定されている． 

6°の上り斜面走行では転倒防止バーが固

定されることはなかったが，必要以上に傾く

こともなかった．8°の斜面を手押しで登坂さ

せると最低でも 13°まで後方へ傾ける必要

があった．よって，約 14°まで後方へ傾いた

制御ありの場合は約 20°まで傾いた制御な

しの場合より必要十分な角度までに抑えられ

ていると言える． 

以上より，提案した転倒防止バー制御によ

り，段差踏破や斜面登坂のために必要最小限

の後傾に抑えられたので，後方への過度の傾

きを防止できることが確認できた． 

 

３．直進走行技術 

図 C-3-1 のように，左右方向に傾斜してい

る斜面横断時において，重力による旋回モー

メントにより車体が次第に斜面下方へ向く現
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象が片流れである．特に，重心位置が駆動車

輪よりも前方にある電動車いすでは起こりや

すい．このような斜面横断走行において，通

常ユーザはジョイスティックを意図的に山側

に倒すことによって走行方向を補正し，直進

走行を実現しており，操作性や安全性の面で

問題になっている． 
片流れ時にはジョイスティックで入力され

た目標角速度と実際の車いすの角速度が異な

るため，上記目標角速度ω とレートジャイロ

より取得した実際の角速度（ヨーレート）の

差が０になるように目標角速度を補正する．

具体的には，左右輪への目標角速度に対して，

上記のヨー角速度差が０になるように角速度

差，その積分値をフィードバックすると共に，

ロール角度についても考慮すると有効である

ことが分かり，その制御則を実装した． 

この機能を用いることにより，ユーザは街

中の歩道などに多く存在する傾斜路で，斜面

方向に流されることなく容易に直進すること

が可能になり，片流れによる車道への飛び出

しなどのリスクを軽減することが出来る． 

３．１ 片流れ現象 

斜面を車いすなどの４輪移動体で走行する

と車体の向きが次第に斜面下方へ向き始める．

図 C-3-1 より式(1) のような旋回モーメント

が原因と考えることができる[C2] ． 

車いすの前輪は自由に回転するキャスタ車

輪なため，ハンドル型電動車いすのような機

構よりも旋回モーメントの外乱に弱い．その

ため，平地と同じ感覚で電動車いすを走行さ

せると図 C-3-2 のように片流れが生じる． 

 

M=mgLsinθ    (1) 

 

m：車いすと搭乗者の質量 

L：重心と駆動輪の車軸の距離 

θ：斜面の勾配 

M：旋回モーメント 

 

３．２ 片流れ防止制御 

本研究開発では片流れ時にジョイスティッ

クで入力された目標角速度と実際の車いすの

角速度が異なる点に注目する．図 C-3-3 に約

4°の斜面を走行させたときのヨー角速度を

示す．4 秒から走行を開始しているが，開始

直後から片方に偏ったヨー角速度が発生して

いる．このときジョイスティック入力の横方

向の値はソフトウェア的に常に 0 に置き換

えている．つまり，目標角速度は 0[rad/s] に

している．このように，ジョイスティックで

操作者より入力された目標角速度ωとレート

ジャイロで取得した実際の角速度（ヨーレー

ト）ωvとの差が片流れ時に生じる． 

そこで，式(1) によりω－ωv及びその積分

値が 0 になるように目標角速度を補正するこ

とで片流れを防止する．また，本体のロール

角度に関しても補正量の計算に加える．式(1)
において，ωa は補正後の目標角速度，θr は

ロール角度，Kv, Kvi, Krは各項のゲインであ

る． 
rrvvivva KdtKK θωωωωωω +−∫+−+= )()(

 (1) 
 

斜面が緩やかな場合，ω-ωyの値は小さい

が着実に片流れするため積分項を入れている．

また，ロール角度の項を加えることで傾斜角

度に応じた補正角速度の初期値を付加するこ

とができる．なお，後退するときは角速度の

向きと斜面の傾斜方向の関係が逆転するため

ロール角度ゲインの符号を反転させる． 
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３．３ 片流れ防止実験 

片流れ防止制御が有効であるか確認するた

めに，実験室内に作成した模擬傾斜路で走行

実験を行った．片流れ防止実験で使用した先

行試作機を図 C-3-4 に，仕様を表 C-3-1 に示

す．レートジャイロの外形を図 C-3-5，仕様

を表C-3-2に，加速度センサの外形を図C-3-6，
仕様を表 C-3-3 に示す．また，模擬斜面路を

図 C-3-7，表 C-3-4 に示す．模擬斜面路は電

動ジャッキで片端を持ち上げることで傾斜角

度を変えられる． 

まず，Ky，Kyi，Kr の各項の有効性を確か

めるために，片流れ防止制御なし，Ky 項のみ，

Kyi 項のみ，Ky 項と Kyi 項，Ky と Kyiと Kr 

項で制御の 5 パターンについて実験を行っ

た．同様の実験を，傾斜角度 6°と 8°につい

て，制御ありとなしの場合について実験を行

った．さらに，ゲイン Ky，Kyi，Kr を可変さ

せて実験を行った． 

各実験項目では，図 C-3-7 の模擬傾斜路を

直進走行させ片流れするかを確認した．ただ

し，ジョイスティック入力は前後方向のみの

値を使うものとし，旋回方向の値はソフトウ

ェア的に常に 0 とすることで，直進入力しか

できないようにする．また，ゲイン Ky，Kyi，

Kr を可変させる場合を除いて，事前に試行錯

誤により定めた Ky = 1.75，Kyi = 1.3，Kr = 

1.3 を用いる．走行速度は，片流れをより起

きやすくするために最大約 1.5km/h とした． 

まず，図 48 に Ky，Kyi，Kr の各項がある

場合とない場合の方位角の変化を示す．方位

角の正方向が斜面下方，負方向が斜面上方で

ある．制御なしの場合が最大 63°まで旋回し

最も斜面下方へ片流れしている．Ky 項のみの

場合は最大 47°まで旋回し，制御なしの場合

よりは片流れしていない．Kyi 項のみの場合

は最大 18°まで旋回しているが，6 秒付近か

ら 0°に戻りつつあるため積分項が効いてい

ることが分かる．Ky 項と Kyi 項の場合は斜

面上方へ最大 33°旋回している．これは片流

れ防止制御が効き過ぎているためである．す

べての項を使った場合は最大 15°まで旋回

しているが，最も 0°に近く 2.2° まで戻っ

ている．以上より，各項がどれも有効である

ことが確認できた． 

次に，傾斜角度 6°と 8°の場合の方位角の

変化を図 C-3-9 に示す．制御なしの場合は，

どちらも約 3秒後には約 90°以上旋回し斜面

を下っていることが分かる．また，傾斜角度

6°の場合は約 40[deg/s]で旋回しているが，

傾斜角度 8°の場合は約 50[deg/s]で旋回し

ているので，傾斜角度 8°の方がより片流れ

しやすいと言える．一方，制御ありの場合は

どちらも同じように約 10°斜面を上ってい

る．よって，角度が異なっても同じゲインで

片流れを防止できる． 

ゲイン Ky，Kyi，Krを可変させた場合の方

位角の変化を図 C-3-10～図 C-3-12 に示す．

Kyは0.25ずつ，KyiとKr は0.4ずつ変えて，

それぞれ 5 パターンを行った． 

最終的な方位角が 0°に最も近いゲインを

それぞれ選ぶと，Ky = 1.5，Kyi = 1.7，Kr = 

1.7 となった．初期値は Ky = 1.75，Kyi = 1.3，

Kr = 1.3 であるため，より最適なゲインを選

択できたと考えることもできる．しかし，ゲ

インを可変させた場合いずれも結果が異なる

が，片流れをある程度防止できていることが

分かる． 

各ゲインの値によって多少片流れの防止具

合が変わるが，人間のジョイスティックの操作

による補正量が1/9まで改善されることを確認

しており，提案した制御手法が斜面横断時の片
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流れを防止に効果があることを確認した． 

 
４．対人衝突回避技術 

 全方向ステレオカメラによって電動車いす

周囲を高精度かつ高頻度でセンシングするこ

とによって，例え人混みの中であっても，人

と衝突せずに走行することを可能にする機能

の開発を行った． 
このような車両走行中の安全確保のための

技術開発は，自動車において既に実用化され

はじめている．例えば，ミリ波レーダーやス

テレオカメラなどによって前方を監視し，追

突の危険性を事前に予測して自動的にブレー

キを制御するなどの技術が既に実用化されて

いる． 
自動車の場合は「道路」という排他的な占

有走行環境を走行することが前提であるため，

前方のみの安全を確認するだけでも，最低限

の安全を確保することが出来る．しかし，こ

れに対し電動車いすは，人混みや室内など

様々な生活空間で用いられるため，その安全

の確保のためには，全ての方向を同時にセン

シングし，リアルタイムで安全を確認する必

要がある．そこで我々は，全方向の画像と三

次元情報を全く死角なく同時かつリアルタイ

ムで取得する強力な能力を持つ「全方向ステ

レオカメラ」を電動車いすに搭載した． 
この機能は，室内外の空間において歩行者

とも共存しながら安全に移動するために，周

囲の人物や障害物，段差などを全方向にわた

って同時に検出し，危険が認められる場合に

は自動的に減速・停止する能力を基本機能と

して持ち，搭乗者の安心で安全な移動をサポ

ートする．これにより，人混みや狭い通路な

どであっても人や障害物との衝突リスクを低

減した走行が可能になる． 

４．１ 暗視対応全方向ステレオカメラの概要 

 暗視対応全方向ステレオカメラ（以下，全

方向ステレオカメラと記す）はボール状の構

造を持ち，前後・上下・左右全ての方向にわ

たる全く死角のない画像と距離情報（３次元

情報）を，太陽光下から暗闇まであらゆる照

明条件下において，リアルタイムで取得でき

る今回開発を行った世界初の画像センサであ

る．図 C-4-1 にカメラの外観，表 C-4-1 に主

な仕様をそれぞれ示す． 
 図 C-4-2 に全方向ステレオカメラの構成図

を示す．カメラ装置は，ボール状にカメラが

集積されたカメラヘッド部と，カメラ制御お

よび PC との通信を行う制御部（83(W)×
128(H)×67(D) (mm)の小型ボックス）に大別

することが出来る．カメラヘッド部と制御部

は専用のケーブルで接続されるが，制御部と

PC の間は標準規格である PCI Express ケー

ブル（x4）を採用し，近年では大多数の PC
に標準的に装備されているPCI Expressスロ

ットに接続する方式とした．これにより，ご

く一般的に流通しているコストの低い PC を

処理系として用いることが出来る． 
 全方向ステレオカメラのカメラヘッド部の

基本形状は正十二面体で，その各面上にステ

レオカメラユニット（図 C-4-3）を 1 ユニッ

トずつ，合計 12 ユニット配置している．ス

テレオカメラユニットは３つのカメラ（３眼）

で構成され，２辺の長さがそれぞれ 60 mm
となる直角二等辺三角形の３つの頂点上にカ

メラを配置している．ステレオカメラユニッ

トは，人間が両目の視差を利用して距離を計

測することと同様の原理で，観測している対

象までの距離を測定することが出来る．原理

的には人間と同様の２眼でも距離を測定する

ことが出来るが，３眼とすることで計測性能
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をより高めることが出来る（より多眼化する

ことで更に性能を高めることが出来るが，大

きさと性能のバランスが良い３眼を採用し

た）． 
 ステレオカメラユニット上の３つのカメラ

のうち，三角形の直角の頂点に位置するカメ

ラ（以下，センターカメラと呼ぶ）がそのユ

ニットを代表して画像を取得し，残りの２つ

のカメラは，センターカメラとの視差を利用

して距離を計測するために用いる．それぞれ

の個別カメラの解像度は 640（H）×480（V）

画素である．  
 各カメラの撮像素子は，広ダイナミックレ

ンジ（約 110dB）の特性を持つ，1/3 インチ，

グローバルシャッターCMOS を採用した．一

般的なローリングシャッター方式（撮像管の

ように１走査ラインごとに順次シャッターを

切る方式）の CMOS は，入手が容易である

一方で，撮像対象やカメラ自身に動きがある

場合，画像がスキャンラインの時間差の影響

で歪む問題があるが，グローバルシャッター

方式は画像全体で同時にシャッターが切られ

るため，電動車いすで動きつつ，周囲の移動

する人物を観測するような場合に適している． 
 
４．２ マルチバンドパスフィルタ 

通常，カメラには可視光以外の入射，特に

赤外光の入射による明度の飽和を防止するた

めに，赤外光カットフィルタが内蔵されてい

る．特に太陽光下や，白熱電球下では強力な

赤外線が照射されているため，赤外カットフ

ィルタは必須となる（快晴時など紫外線が強

い環境では紫外線カットも行うことが望まし

い）．しかし一方で，本カメラでは暗闇におい

て 850nm の中心波長を持つ近赤外光で照明

を行うことを想定しているため，通常の赤外

光カットフィルタを用いることが出来ない． 
このような場合，屋外を昼夜監視するカメ

ラなどでは，フィルタを日没時と日の出時に

機械的に出し入れすることにより，対応する

方法をとる場合があるが，フィルタの出し入

に要する時間と，カメラのゲイン等をそれに

合わせて自動調整するための時間の合計時間

の間，周囲のセンシングが出来なくなるため，

電動車いすのように，室内外を頻繁に出入り

する可能性がある機器では不都合である． 
そこで我々は，太陽光下から暗闇まであら

ゆる照明条件にシームレスに対応するために，

図 C-4-4 に示す特殊なマルチバンドパスフィ

ルタをカメラに内蔵した．フィルタの入射光

波長に対する透過率（設計値）を図 C-4-5 に

示す．このフィルタでは，可視光領域と

850nm の波長を中心とする近赤外光を選択

的に透過させることにより，太陽光下などに

おける赤外線や紫外線による明度飽和を避け

つつ，暗所では 850nm の近赤外光による照

明に対応することが出来る． 
 

４．３ 近赤外光投光器 

 図 C-4-6 に今回開発した近赤外光投光器の

外観を示す．電動車いすに搭載するためには，

周囲の環境を十分な明るさで照明すると同時

に，小型・軽量かつ低消費電力である必要が

ある．この点が開発のうえで困難なポイント

であった．この問題を解決するために，高効

率の LED（約 5.5W）を採用し，冷却ファン

等も組み込むことで放熱の問題もクリアし，

40(W)×40(H)×47(D) mm の手のひらに乗

る極めてコンパクトなサイズ（図 C-4-6）を

実現した．図 C-4-7 に赤外線カメラで撮影し

た照明の様子を示す．コンパクトなサイズで

ありながら広範囲を高い輝度で照明できてい
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ることがわかる．なお，照明に肉眼では不可

視の 850nm の近赤外光を用いた理由は次の

通りである． 
１）周囲の歩行者を眩惑しない． 
２）映画館や暗く調光された店内などに影響

を与えない． 
 一方，近赤外光による照明は肉眼では一切

見えないため，周囲の目視が困難な暗闇など

では別途可視光の照明を（ユーザの目視を助

けるために）設ける必要がある．試作機では，

可視光の前照灯を１機，前方に向けて設置し

た． 
 
４．４ 全方向ステレオカメラを搭載した電

動車いすの概要 

 図 C-4-8 に全方向ステレオカメラを搭載し

た電動車いすの外観を示す．全方向ステレオ

カメラは，アーム支持により，搭乗者の頭上

前方に位置するよう設置した．この位置は人

間が歩行するときの目の高さに相当し，生活

空間における危険を検出するうえで合理的で

ある．また人間が歩行する空間においては，

頭の高さより低いこの位置は障害物に干渉す

る可能性が少ない．更に搭乗者の乗降動作の

軌道外にアームおよびカメラヘッドが位置す

るよう設計しているため，そのまま乗り降り

が可能である．リフター等を用いる場合でカ

メラヘッドの干渉が問題になる場合は，アー

ム途中の折れ部がスイング可能となっており，

カメラヘッド部を後方に逃がすことで対応す

ることが出来る． 
画像情報を処理し，電動車いすの制御を行

う PC は座席後部のカバー内にコンパクトに

収められている．その他，ジョイステックイ

ンタフェースユニット，無線 LAN 機器など

を全てシート下に収めた．電源はモータ駆動

用の鉛蓄電池（12V， 52Ah×2）を全ての機

器で共通に用いた．これにより，外部ケーブ

ルを一切必要とせず，連続で約 4 時間動作す

ることが可能である． 
図 C-4-9 に近赤外光投光器の設置位置を示

す．投光器は前後左右の４カ所にそれぞれ設

置した．当初は投光器の性能が低く，６台６

方向の設置を検討したが，図 C-4-7 で示した

通り，性能の高い投光器を開発することに成

功したため，４台４方向で周囲を十分な明る

さで照明することが可能になった． 
 図 C-4-10 に，近赤外光投光器による照明

の様子を示す．上段（a）は可視光カメラで

撮影したもので，照明は肉眼では全く観測さ

れないことがわかる．下段（b）は赤外カメ

ラで観測したもので，車いす周辺が４つの投

光器によって明るく照らされていることがわ

かる．上段（a）では確認が難しかった周囲

の３人の人物もはっきりと確認することが出

来る．肉眼では上段（a）のように見えるた

め，周囲の歩行者を眩惑することがなく，一

方で全方向ステレオカメラからは下段（b）
のように暗闇であっても周囲を十分な照度で

観測することが可能であることがわかる． 
 電動車いすには，図 C-4-11 に示す情報端末

を設置している．この端末には，全方向ステ

レオカメラによって観測した全方向画像を表

示し，前方や後方，左右の安全を確認できる

（図 C-4-11）ほか，安全機能の動作状態をピ

クトグラムでわかりやすく確認することが出

来る．図 C-4-12 に安全機能の動作状態表示

の例を示す．（ｂ）はバック時に後方から右後

方にかけて障害物を検知し，減速している場

合の表示である．障害物が検知された方向に

衝突を表すピクトグラムを表示することで，

減速の理由が直感的にわかるようになってい
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る．（ｃ）は前進時に前方に転倒・転落の危険

がある段差を検知し，自動停止した場合の表

示で，この場合も転倒・転落の危険を表すピ

クトグラムを危険が存在する方向に表示する

ことで，停止した理由を直感的に理解しやす

くしている． 
 実証実験の結果から，安全機能の動作状態

をユーザに的確に伝えることが極めて重要で

あることがわかった．安全機能が障害物など

を検知して自動減速・停止した場合，その理

由がユーザにとって自明でない場合，勝手に

減速・停止することに対する不快感を感じた

り，故障による減速・停止と区別が難しいた

め不安感を感じる場合があることがわかった．

そこで，衝突や段差からの転落などのリスク

をわかりやすいピクトグラムで表現し，リス

クが存在する方向に表示することにした．そ

して「STOP」，「Slowdown」などを大きな文

字でコントラスト高く表示することで，搭乗

者が「どの方向にどのようなリスクがあって，

現状どう制御が介入しているのか」を直感的

に理解できるようにした．これらの表示と合

わせてアラーム音によって動作状態を知らせ

る機能も合わせて実装しており，ユーザの好

みに応じて設定し，用いることが出来る． 
 
４．５ 電動車いす周囲環境の危険検知 

 図 C-4-13 に今回開発した全方向ステレオ

カメラにより実際に取得した全方向距離情報

の例を示す．正十二面体状に配置された各ス

テレオカメラユニットから得られた距離情報

を座標変換し，カメラヘッドの中心を原点と

する 1 つの統一座標系にマッピングしている．

（ａ）～（ｃ）は 1 回の撮影で取得した同一

の全方向距離情報を 3 つの異なる仮想視点か

ら表示したものである．観測されたデータを

フィルタ処理せず直接プロットしているため，

ややノイズを含んではいるが，電動車いす周

囲の環境が三次元的に捉えられている様子が

わかる．全方向ステレオカメラでは，このよ

うな観測点が 30 万点にもおよぶ距離情報を

1 秒間に 30 回の頻度で取得することが出来

る．これにより，電動車いすが法定最高速度

の 6 km/h で走行しているときであっても，

約 5.6 cm 進むごとに 1 回という十分な頻度

で危険検出を行うことが出来る．角度分解能

は 360/512 度=約 0.7 度である． 
 図 C-4-14 に人混みを想定した環境で，電

動車いすを走行させながら周囲の人物を検出

した例を示す．電動車いすから 1.2 m 以内に

位置する領域を黄色，0.5 m 以内に位置する

領域を赤色で表示している．画像はメルカト

ル図法に基づいたパノラマ画像表示となって

おり，画像の中央が電動車いすの前方，画像

の左右端は実際には連続になっていて，電動

車いすの後方を示す．（画像の上端は電動車い

すの真上，画像の下端は真下を示す．）図から

全ての方向にわたって，適切に周囲の人物が

検出できていることがわかる． 
走行時の危険検知においては，検出された

周囲の人物等が実際に走行の障害となるかど

うかは，電動車いすの進行方向に依存するた

め，図 C-4-15 に示すジョイスティックを倒

す方向に応じて切り替わる判定エリアを設定

し，減速・停止エリアに物体が入った場合に

それぞれ自動的に減速・停止する．このエリ

アの幅や距離は任意に設定することができる

が，ここでは，判定エリアの直径はそれぞれ

1.2m（減速エリア），0.5m（停止エリア）と

した．床面の高さを 0 としたとき，-0.5m（床

より低い）から 1.6m の高さまでに存在する

物体を全て検出する． 
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前進直進（F0）では，狭い通路も通過可能

となるよう，判定エリアを矩形としている．

これに対し，前進しつつ回転が加わる F+1～
F+2 では，ユーザのジョイスティック操作に

よって絶えず回転量が変化することが予想さ

れるので，確率的な広がりを考慮して扇形の

判定エリアを設定している．回転量が大きく

なる F+2 の例では，進行方向前方の障害物だ

けでなく，回転方向内側の巻き込みや，回転

方向外側のはね飛ばしも考慮する必要がある

ため，回転方向内側に判定エリアを拡大する

と同時に，進行方向反対側となる回転方向外

側にも停止エリアを設けている．なお，障害

物の観測・検出自体は，これらの判定エリア

に関わらず，常に全方向に対して行っている

ため，急激なジョイスティック操作により急

に判定エリアが切り替わったとしても，遅延

なく危険の判定を行うことができる．更に，

床より低い領域も検出対象としているため，

段差や下りの段差なども検出し，電動車いす

の走破性能を超えると判断される場合には自

動的に減速・停止させることが出来る． 
 図 C-4-16 に障害物検出実験の例を示す．

左列（ａ）は障害物検知を有効にしている場

合で，（１）で後退を開始し，（２）で自動減

速し，（３）では衝突の危険があるため自動停

止した．これに対し，右列（ｂ）は障害物検

知を無効にしている場合で，（１）で後退を開

始したが，（２）を経て（３）で障害物に衝突

した．全ての方向にわたって危険が検知でき

るということは，物理的な安全性が高まるこ

とはもちろんのこと，ユーザの気持ちに対し

ても大きな安心感を与えることができると考

えられる． 
 図 C-4-17 に巻き込みを想定した障害物検

出実験の例を示す．図 C-4-16 の実験と同じ

く（ａ）は障害物検知を有効にしている場合

で，（１）～（２）で前進したあと，（３）で

急激に右旋回を開始したが，電動車いすの側

方に障害物が巻き込まれると判断され，自動

停止した．これに対し，障害物検知を無効に

している右列（ｂ）では，（３）で急激に右旋

回を開始した後，（４）で障害物を巻き込むよ

うに衝突した． 
 
４．６ 暗環境での危険検知 

 既に４．４で述べたとおり，今回開発した

電動車いすは近赤外光投光器およびマルチバ

ンドパスフィルタを搭載した全方向ステレオ

システムを搭載しており，照度がほぼ０の暗

環境下であっても問題なく危険検出を行うこ

とができる． 
 図 C-4-18 は暗環境下における障害物検知

実験の例である．左列（ａ）は通常の可視光

カメラ，右列（ｂ）は赤外光カメラによって

撮影した映像である．これらは２台のカメラ

をガムテープで１つに縛って固定したうえで

撮影したものであるため，固定の都合で若干

カメラアングルは異なるものの，（１）～（４）

の（ａ），（ｂ）はそれぞれ全く同時刻に撮影

されたものである．（１）は前進走行中で，（ａ）

の可視光画像では照度が低く，ほとんど何も

確認することができないが，（ｂ）の赤外光画

像では，近赤外光投光器によって周囲が明る

く照明されていることがわかる．（２）の（ａ）

では，電動車いすの前照灯（ユーザの前方視

界を確保するため，可視光の自転車用前照灯

を一機搭載している）が何かを照らし出して

いるが，（ｂ）を見ると，それが通路に設置さ

れた小型のロッカーであることがはっきりわ

かる．（３）では衝突の危険がある距離まで電

動車いすがロッカーに近づいたので，自動停



17 
 

止した．続いて図 C-4-19 の（５）では一旦

後退するためにジョイスティックを後方に倒

したが，直ちに自動停止した．（６）を見ると，

このとき後方に歩行者が接近していたことが

わかる． 
普段バック時には細心の注意を払っている，

というユーザでもこのように危険を感じたあ

とに慌ててバックするケースでは後方の注意

が十分でないケースがある．しかもこのよう

な暗闇では周囲確認の困難さが増し，より危

険な状態となる．本機能は，いかなる照明条

件下であっても，あらゆる方向に対して時間

遅れなく瞬時に危険検知を行うことが可能で

き，安全な走行を強力にサポートすることが

できる． 
 図 C-4-20 に（ａ）日没時，および（ｂ）

夜間，において，下り階段を検出し停止する

実験を行った例を示す．既に述べたとおり，

床面の高さを 0 としたとき，-0.5m（床より

低い）から 1.6m の高さまでに存在する物体

を検出しているため，床上に位置する障害物

のみならず，段差や下り階段等の検出も同時

に行うことができる．それぞれ（１）では下

り階段に向かって走行している．（２）では下

り階段が近づいたため，自動減速し，転落の

危険がある（３）で自動停止した．図 C-4-21
は，（ｂ）の照明条件下で，図 C-4-20 の実験

とは別に，人を乗車させず無人走行で廊下と

下り階段の境目まで電動車いすを移動させた

際の，図 C-4-15 の F0 の stop area 内で，且

つ床より低い位置に検出された３次元観測点

数を表す．縦軸が観測点数で，横軸は下り階

段の境目までの距離(mm)を表す．-500 mm
のあたりから，床面より低い階段の段が検出

されはじめ，急速に観測点数が増えているこ

とがわかる．図 C-4-20 の実験では観測点数

の数が 200を超えた時点で停止するよう設定

したため，階段の境目まで約 30cm の地点で

停止した．図 C-4-21 のグラフからもこのこ

とが読み取れる． 
 
５．対人協調走行技術 

 電動車いすが前章で述べた危険検知を行い

つつ自動的に特定の人物を追跡して走行する

機能について検討を行った． 
電動車いすの自動運転は，その実現を望む

強い要望があるが，移動経路を決定するため

には，移動区間内の正確な環境マップを持つ

か，走行する路面等に誘導マーカー（IC タグ，

磁石，画像タグ，発信器など）を連続的に敷

設する必要があり，実用化には多くの時間を

要することが予想される．そこで，経路の決

定は先導する人物が行い，その人物を自動的

に追走する機能の検討を行った．この機能が

実現すると，先導する人物がいる場合には運

転操作を行うことなく安全に移動を行うこと

ができるようになる． 
 
５．１ 解決が必要な課題 

 このような追跡を検討する場合，解決が必

要な課題がいくつかある． 
A) 対象が速い速度で移動する場合，センサ

（カメラ・レーザーなど）の測定範囲外

に出てしまい，見失うことがある． 
B) 対象までの距離を測定する必要がある． 
C) 対象が激しく動いた場合でも他の物体と

区別して追跡し続ける必要がある． 
 これまで既に述べた通り，全方向ステレオ

カメラは死角のない視野を持ち，画像と同時

に周囲の３時限情報を高い空間・時間解像度

で取得することができるので，これを用いる

ことで，上記の A)および B) は解決すること
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ができる． 
 
５．２ 協調走行アルゴリズムの実装 

 前節における C) の課題を解決するために

は，適切な追跡（トラッキング）アルゴリズ

ムを実装し，用いる必要がある．今回は高速

且つ追跡性能が高いとされているパーティク

ルフィルタ[C3]をベースとした追跡アルゴリ

ズムを実装した． 
パーティクルフィルタは時系列ベイズ推定

の一種で，現状態から遷移する次状態を，多

数の粒子に見立てる．そして，全粒子の尤度

に基づいた重みつき平均を次状態として予測

し，追跡を行うアルゴリズムである．詳細な

アルゴリズムは文献[C3]に譲るが，古くから

追跡手法としてよく用いられるカルマンフィ

ルタが状態方程式の線形化を必要としたのに

対し，パーティクルフィルタでは尤度関数の

み定義できれば，さまざまな問題に対して適

用することができる．また，アルゴリズムが

単純であるため，高速な実装を検討すること

が可能で，リアルタイムシステムに適してい

る． 
通常の２次元画像を用いた追跡では，追跡

対象の色やテクスチャ（模様）を手がかりに

尤度を定義し，追跡を行うが，屋内から屋外

まで様々な条件で用いることが想定される場

合には，照明条件の変化などの影響で追跡が

不安定になる問題がある．そこで本研究開発

では，全方向ステレオカメラから得られる全

方向３次元情報に対してパーティクルフィル

タを適用するアルゴリズムを実装した．具体

的には，直前（時刻 1−t ）のフレームにおけ

る各パーティクルの持つ距離値の中央値（メ

ディアン），および人物の身長，横幅を尤度算

出のためのパラメータとして用い，追跡対象

モデルのダイナミクスとしては，追跡対象の

動きが予測できないことから，ランダムウォ

ークモデルを採用した．パーティクル数は

1,000 とした． 
図 C-4-22 の左列は物体までの奥行きを明

るさ（白：近い～黒：遠い）で表した全方向

パノラマ奥行き画像である．これに対し，右

列は追跡結果で，パーティクルを青点，人物

の位置推定結果を赤線で示す．赤線は青点の

x 座標（横軸方向）の中央値で求めている．

中央値は外れ値に対してロバストであるので，

測定エラーによる例外値や，追跡の過程で追

跡対象候補が複数になってしまった場合でも

もっとも優勢な候補を（他の候補の影響を受

けずに）追跡し続けることができる． 
実際に追跡を行う場合の追跡対象の指定は，

ユーザが情報端末を用いて行うなどの方法が

考えられるが，ここでの実験では簡単のため，

追跡開始時にもっとも近くに位置している人

物を追跡対象とした．図 C-4-22（１）右は初

期状態（最初のフレーム）である．パーティ

クル（青点）を検出対象範囲にランダムに散

布している．最初のフレームでは，このうち，

近い距離値を持つパーティクルほど高い尤度

を与えるので，数フレーム後の（２）では，

人物の位置にパーティクルが集まってきてい

ることがわかる．その後のフレームでは，直

前のフレームのパーティクルの持つ距離値の

中央値を尤度計算のパラメータとして用いて

いるため，（５）～（６）のように追跡対象が

遠ざかった場合でも安定に追跡できているこ

とがわかる． 
図 C-4-22 右列の赤線から追跡対象までの

角度，パーティクルの持つ距離値の中央値か

ら追跡対象までの距離がわかるので，これを

用いて追跡を行う．そのアルゴリズムは次の
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通りである． 
i. 現時刻での観測を行う． 

ii. 追跡対象までの角度から仮想ジョイス

ティックを倒す方向を決定する．（試作

機におけるジョイスティック出力は

（電動車いすに直結ではなく）PC に

接続されており，PC でモータ制御命

令を出しているため，PC 上で仮想的

にジョイスティックを倒し，電動車い

すを制御することができる．実物のジ

ョイスティックと区別するため，これ

を仮想ジョイスティックと呼ぶ．）ただ

し，追跡対象が電動車いす後方に位置

している場合（図 C-4-15 の B の領域）

は，バックで追跡することはせず，一

旦 F の領域に入るまで L または R 回

転する． 
iii. 対象までの距離に応じた速度で実際に

移動する．スムーズな移動を行うため，

速度の決定にはバネモデルを用い，追

跡対象が遠方にある場合は高速，追跡

対象が目標距離に近づくほど低速にな

るよう制御する．目標距離より対象が

近づいた場合には速度を負にして距離

を保つ． 
iv. 図 C-4-15 の slowdown area に追跡対

象以外の物体が検出された場合には減

速すると同時に，その物体を回避する

方向に仮想ジョイスティックの方向を

補正する． 
v. 図C-4-15の stop areaに追跡対象以外

の物体が検出された場合には追跡を中

断，電動車いすをその場で停止させた

うえで，アラーム音で先導する人物に

知らせる． 
vi. 追跡対象を見失った場合（先導する人

物が廊下の直角の曲がり角を壁に沿っ

て小回りで回り込んだ場合など）は，

30 フレーム分だけ最後の観測結果に

基づいて進行を続け，その間に追跡が

回復しない場合は追跡を中断，電動車

いすをその場で停止させたうえで，ア

ラーム音で先導する人物に知らせる． 
vii. i. に戻る． 
 図 C-4-23 に実際に追跡を行った実験の例

を示す． 
ここでは，人物まで 0.8m の距離を保つよう

設定している．（１）～（４）では先導する人

物を追跡している．（５）では人物が立ち止ま

ったため，停止した．続いて（６）で人物が

車いすに向かって近づいたため，距離を保つ

ため後退した．（７）～（１１）では人物が周

囲を回り込むように歩行したため，それに正

対するように回転運動をし，（１２）で人物が

離れたため，背後を再び追跡した． 
 
Ｄ．被験者実験結果 

１．方法 

  開発した電動車いすを評価するために，障

害当事者を被験者として以下の要領でモニタ

ー評価実験を実施した． 図 D-1 に実験風景

を示す． 

 

１．１ モニター評価手法 

①実施場所： 

場所：国立障害者リハビリテーションセンタ

ー研究所.  

本実験に用いる車いす：開発機簡易電動車い

す(インテリジェント車いす，以下開発機と呼

ぶ) 1 台 普通型簡易電動車いす(同普通機) 

1 台 

実験方法：研究所屋内に仮設段差（高さ
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2cm,3cm,5cm），仮設スロープ（長さ 6m60cm 

幅 2m 傾斜面長さ 5m），障害物等を配した

走行路を設置し，被験者は電動車いすにてそ

の走行路を走行する．走行軌跡，加速度，主

観評価により，普通型簡易電動車いすと試作

機との比較を行う．  

 

②実験実施内容：  

1 横傾斜路面での直進走行：横斜面路上での

走行偏差および走行軌跡を計測． 

2 段差踏破：角速度・加速度を計測 

3 障害物・段差等危険回避：被験者による試

用． 壁面での回避を体験． 

4 対人衝突回避：被験者による試用． クラン

ク走行路を試走． 

 

１．２ 主たる評価項目 

①身体評価について： 

身体状況と車いすの操作などの特性について

は事前に聴取する．基本的な身体評価は試用

実施前に評価する．関節可動域測定，筋力，

四肢長，などを評価する． 

 

②主観評価： 

福祉用具満足度評価 （QUEST2.0），福祉機器

心理評価スケール （PIADS），アンケート・

インタビューを用いる． アンケートの質問票

を，資料 D-1 にそれぞれ示す． 

 

③車いす走行評価 

走行軌跡：動画撮影後，画像処理システムに

て走行軌跡を算出． 

角速度・加速度：三軸角速度・三軸加速時計

を車いすに取り付け計測． 

１．３ モニターする当事者 

Case1：男性，簡易電動車いす使用，頚髄損傷

による四肢麻痺者 

Case2：女性，簡易電動車いす使用，脳性麻痺

者（痙直型四肢麻痺） 

Case3：女性，普通型電動車いす使用，脳性麻

痺者（痙直型四肢麻痺） 

Case4：男性，手動車いす使用，水頭症・脳梗

塞・頚椎症・視覚障害と聴覚障害合併者 

 

２．主観評価結果 

２．１ 福祉用具満足度評価 （QUEST2.0）・

福祉機器心理評価スケール （PIADS） 

  QUEST2.0 と PIADS による普通機と開発

機についての評価結果を，表 D-1 と D-2 にそ

れぞれ示す． QUEST2.0 では普通機が 3.29±

0.36 pt (平均±標準偏差)，開発機が 3.94±1.01 

pt，PIADS では普通機が 15±51.42 pt，開発

機が 47.75±26.68 pt であった． いずれのスケ

ールでも開発機がより高いポイントを獲得し

たことは，例数が少ないためさらなる検証が

必要とされるものの，本プロジェクトで開発

した技術が当事者にとって有用であったこと

を強く示唆している． 

 

２．２ 横傾斜路面での直進走行に関するア

ンケート 

  表 D-3 に，横傾斜路面での直進走行に関す

るアンケート結果を示す． 安心感に対する評

価は，普通機が 8.25±2.36 pt，開発機が 8.5±

1.29 pt であり，片流れ防止機構の心理的効果

が示唆される結果となった． 一方で，操作の

容易さや操作性などの 4 つの項目で，普通機

が開発機のポイントを上回った． これは，被

験者が経験的に横傾斜面走行時の操作を体得

しているため，片流れ防止制御が逆に違和感
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や不安感を生じさせたためと考える． 今後，

同機構を製品化していくためには，例えば適

切な練習プログラムを提供するなど，ソフト

面でのサポートが必要であると考える． また，

モニター評価においても，慣れや習熟度を考

慮した長期的な試験方法が必要であると考え

る． 

 

２．３ 段差踏破に関するアンケート 

  評価実験では，開発機を用いた場合，4 例

中 3 例でより高い段差の踏破が可能となった．  

表 D-4 に，段差踏破に関するアンケート結果

を示す． 段差の高さへの不安は，開発機によ

って解消されたことがわかる． 一方で，イン

タビューでは，段差踏破時の開発機特有の動

きを不安視する声も聞かれた．  

 

２．４ 障害物・段差等危険回避／対人衝突

回避に関するインタビュー 

  障害物・段差等危険回避機能／対人衝突回

避に関しては，機能を体験した後に，インタ

ビューで印象を聞き取った． 

［障害物・段差等危険回避］ 

機能自体に関しては前向きに受けとめられて

いたが，回避・停止に至る距離設定等に不満

の声が聞かれた． 

 思っていたよりも手前で止まった． 

 普段は壁等を意識していないので（停止

した時に）故障なのかと思った． 

［対人衝突回避］ 

視覚・聴覚・四肢に重複障害を有する被験者

による試用では，幅 120 cm のクランク走行路

を完走可能なことがわかった （図 D-1, C 参

照）． 

 簡易電動車いすに取り付け可能なら，日

常生活で活用したい． 

 

２．５ 車いす走行評価結果 

図 D-4 に，傾斜スロープ走行時の普通機と開

発機の走行軌跡をそれぞれ示す． 普通型では，

片流れによるずれが生じるたびに操作者が軌

道を修正し，全体として蛇行した軌跡になっ

ていた． 一方，開発機ではこのような蛇行は

見られず直線的な軌跡となっており，片流れ

防止機構が機能したことがわかる． 

  段差踏破実験では，主輪乗り上げ時の動的

特性に，普通機と開発機の間で大きな差が見

られた． 図 D-5 に，3 cm の主輪乗り上げ時

のピッチ角速度と Z 軸加速度を，普通機と開

発機についてそれぞれ示す． 主輪が段差に乗

り上げた際の角速度ピーク (グラフの時間軸

0～1 秒) は，普通機で 390 mdeg/s，開発機で

90 mdeg/s であり，およそ 4 分の 1 に低減さ

れた． また，主輪の乗り上げで浮いた前キャ

スタが再接地した際の衝撃力 (Z 軸加速度) 

も，ピーク値がおよそ6分の1に低減された． 

  以上の測定結果は，開発機が片流れの防止

や段差の乗越えに有用であることを，客観的

に示している． 片流れ時に見られた細かいジ

ョイスティック操作は，重度障害者には大き

な負担である． 上肢機能の残存度合いによっ

ては，切り返し操作自体が困難であることも

想定されるため，片流れ防止機構は重度障害

者の操作性向上に資する技術であると言える． 

また，段差踏破実験では，開発機で踏破可能

な高さが普通機のそれを全例で上回った． 操

作者が感じる恐怖感・不安感の主因である段

差乗越え時の角速度・加速度が低減されたこ

とが，安定した段差踏破を可能にしたと考え

る． 

２．６ 被験者実験のまとめ 

障害当事者 4 人を対象として，主観評価と
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走行評価から成るモニター評価を実施し，以

下の結果を得た． 

  主観評価では，QUEST2.0・PIADS 共に，

開発機の評価が普通機のそれを上回った． ま

た，アンケート調査でも，本研究開発で開発

した技術がユーザの安全安心向上に寄与する

ことが示唆された． 一方で，i) 習熟を考慮

した開発・評価手法が必要であること，ii) 安

全制御における各種パラメータの最適化が必

要であることなど，今後の課題が明確にされ

た． 

  走行評価では，，開発機において，i) スロ

ープ走行時の細かな切り返し操作が不要にな

ること，ii) より高い段差の踏破が可能になる

こと，iii) 段差乗越え時のピッチ角速度がお

よそ 4 分の 1 に，Z 軸加速度が 6 分の 1 にそ

れぞれ低減されること，などがわかり，本研

究開発の有用性が定量的に実証された． 

 
Ｅ．ユーザからのヒヤリング及び現地調査 

本研究開発では，試作機のスペック決定の

参考とするため，１名のユーザに協力いただ

き，日常生活の中で実際に危険を感じた場面

についてヒヤリングを行った．また，挙げら

れた事例が発生した現地（錦糸町駅周辺）の

調査を行った．以下にその主な結果を示す． 
 ヒヤリング対象ユーザ：男性，手動車い

す使用，水頭症・脳梗塞・頚椎症・視覚

障害と聴覚障害合併者 
 バスターミナルなど，一段高くなってい

る島式のプラットホームで側部から脱輪

し，転倒，横転してしまう（３回程度経

験した）．狭いプラットホームに屋根の柱

が立っており，特にそれを避けようとし

たときに脱輪する．脱輪した先はバスが

頻繁に走行しており，たいへん危険．  

→ 現場の傾斜を測ったところ 3.5°側

方へ傾斜しており，それが転落の要因に

なっていると考えられる．またプラット

ホーム上には柱，バス路線図・時刻表，

ベンチなどが設置されており，これらに

接触せず安全に移動することが難しい．

（図 E-1 (1)～(3)） 
 歩道走行中の片流れによる車道への進入

の経験有り．事故にはいたらなかったが，

クラクションを鳴らされた．危険性大．

片流れはほとんど毎日経験する． 
→ 現場の傾斜を測ったところ，最大 9.8°
の横傾斜があった．片流れで流される先

は交通量の多い車道であり，極めて危険

である．（図 E-1 (4)～(5)） 
 自宅前の段差解消スロープへの乗り上げ

時に後方への転倒の経験有り． 
→ 現場の寸法測定の結果，段差高95mm，

最大傾斜 15.2°であった．段差解消スロ

ープが急角度であるため，乗り越え動作

を行ったときに重心が一気に後方に偏り，

後方に転倒したものと思われる．（図 E-1 
(6)） 

 
Ｆ．電動車いす安全研究会 

１．研究会の目的 

  本研究開発で開発した電動車いすの安全技

術の普及には，多くの課題が存在する．一つ

はメーカ側の考え方であり，安全を担保する

技術に責任をとることが難しいので，実用化

に向けたハードルが高いという点である．ま

た，利用者側の安全装置に対する認識も薄い

可能性がある．そこで本研究開発では，電動

車いすの安全装置普及に向けた課題抽出を目

的として，電動車いすに関係するステークホ

ルダを一同に会し，研究会形式で議論を行う
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こととした． 

本研究会の概要を，表 F-1 に示す．研究会

は計6名の講師を迎えて3回に分けて実施し，

電動車いすの安全の考え方に関する一般知識，

電動車いすメーカの安全に対する取り組み，

他分野の製品における安全の考え方について，

講演と議論を行った．研究会メンバーの構成

は，障害当事者・メーカ技術者・医療従事者・

政府関係者・研究者であり，参加人数は計 27

名であった．  

 

２． 各講演の要約 

 今西正義氏 (DPI 日本会議) 

「障害当事者から見た電動車いすの安全」 

・1979 年に電動車いすが補装具化されたが，

当時の性能では行動範囲は４～５キロと限ら

れており，公共交通機関の利用も難しかった． 

1980 年代から障害者の社会参加を進める意

識が高まり始め，2000 年の交通バリアフリー

法施行を経て，車いす利用者の行動範囲は大

きく広がった．  

・電動車いすの発展を見ると，道路の走行の

みを想定して開発がされてきたが，電車・バ

スなど公共交通機関を利用した使われ方は考

えられていなかった． 周辺環境も利用状況を

考慮しながら整備されてきたように見える． 

道路に関しての安全対策はある程度達成され

ているが，公共環境・交通機関ではまだ対応

が遅れている． 

・安全を考えるとき，安全性が最優先になっ

てしまい利便性を損ねるようなものは好まし

くない． 利用者にとっては利便性が第一であ

って，その上で安全を確保していくことが重

要である． また，利用者の安全に加えて，第

三者に対する安全確保も考える必要がある． 

 

 加藤弘氏 (経済産業省) 

「ハンドル型電動車いすの安全対策」 

・ハンドル形電動車いすの重大製品事故報告

が続出したため，同車いすの安全基準に係る

JIS の改正整備とともに，平成 20 年 6 月に，

同車いすを消安法の特定製品に指定すること

について，消費経済審議会に諮問された． 

 検討の結果，事前規制を強めることにより，

メーカの生産撤退・縮小や輸入取り止め等に

より高齢者や障害者の選択肢の減少が懸念さ

れたため，事前規制については当面見送るこ

ととし，JIS 改訂の反映状況やソフト面の対策

を注視することになった． 

・平成 21 年 6 月，10 月に「ハンドル形電動

車いす事故防止・安全対策にむけた関係者連

絡会議」が開催され，同車いすの運転誤操作

の防止に向けてソフト面の対策が議論され，

事故事例の更なる分析，原因究明／講習会の

充実／試乗・利用開始時や一定期間利用後の

チェック体制の強化／社会への啓蒙・宣伝活

動の強化が，課題として挙げられた． 

・ハード面の対策としては，ハンドル形電動

車いすの新 JIS 規格が平成21年12月に制定，

公示された (JIS-T-9208)． 改正のポイントは

下記 3 点である． 

（１） 安全性の向上：手押し走行装置の追加

／動的安定性能の要求／リスクマネジメント

による設計を追加 

（２） 利便性の向上：鉄道での利用に配慮し

た回転性能の規定を追加 

（３） 製品特性の表示を追加：旋回安定性，

段差乗越え性，回転性能についてその性能に

応じて星（★）数を表示 

 

 松山元昭氏 (スズキ) 

「電動車いすの安全機構とメーカとして
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の安全対策への取り組み」 

・「セニアカー」としてハンドル形電動車いす

を製造している． 操作性／被視認性に関する

安全機構を有する． また，コーナーリング自

動減速機能／握り込み緊急停止機能／手押し

時走行不可機能／駐車ブレーキ作動時走行不

可機能／走行中前後進切替レバー操作不可機

能／アクセルレバー操作中電源スイッチを入

れても走行しない／登坂警告・過負荷警告・

過熱警告などの安全機能を有する． 

・電動車いすに関連する法規には，道路交通

法と消費生活用製品安全法の２つがある． 前

者では，定められた施行規則に基づき型式認

定を取得する． 後者では，重大製品事故報

告・公表制度に則り，死亡事故／30 日以上の

治療が必要な事故／火災の 3 点に関して，国

への報告義務を負っている． また，関連規格

と し て は  JIS T9208:2009 が あ り ， JIS 

T9203:2006 からの改正に対応した． 

・安全機構の装備に加えて，市場に出た後も

全ての機能が正常に働くよう，新車点検・一

年点検の実施を強化している． 前者は無料で，

全購入者に実施している． 定期点検としての

一年点検は有料だが，利用喚起のために，「お

知らせアラーム」という機能を車両に搭載し

た．  

 

 後藤茂樹氏 (アイシン精機／本研究課題

分担研究者) 

「車いすの信頼性・品質確保と制御安全

技術の開発」 

・電動車いすの事故数はハンドル形の件数が

多く，注目を集めているが，市場累積台数を

考えるとジョイスティック形も安全とは言い

がたい． 事故事象を分析すると，転落・転倒・

踏切が全体の 64 %を占めている． 事故の

31 %は操作者に起因するものであり，本プロ

ジェクトで解決を目指している部分である．  

・事故原因の 28 %は車いすの破損・故障に起

因している． アイシン精機では，設計時に

FMEA（Failure Mode and Effect Analysis）とい

う手法を用いて，問題点を洗い出している． 

また，耐久性等に関しては，JIS 以外に自社オ

リジナルの基準を設けて開発を進めている．  

 

 小林純一氏 (日産自動車) 

「先端技術を導入した制御安全システム

の実用化」 

・日産車の関わる死亡・重傷者数を究極的に

はゼロにするという「Vision Zero」を目標に，

安全技術の開発に取り組んでいる． 事故を無

くす技術には，自律型・協調型の 2 つのアプ

ローチがある． 前者は，センサ・アクチュエ

ータを搭載した車が単独で危険を回避するタ

イプ，後者は他車・信号機などの交通インフ

ラ・歩行者などと協調することで事故を無く

していく．  

・安全技術の開発においては，事故事例の分

析に重点を置き，開発戦略を策定している． 

死亡事故を防ぐような技術も重要だが，ドラ

イバーが日常的に不安を感じているような状

況を処理できるシステムも販売の面から見る

と重要である． 

・複数の安全機構が搭載されていると，情報

をどのようにフィードバックするかというヒ

ューマン・マシン・インターフェースの問題

が生じる． アクセルペダルからの力覚フィー

ドバックや，四輪独立制御による復元力生成

など，感覚的にわかりやすい様々な操作支援

法が開発されている． しかし，過度の支援は

ディストラクション・過信・誤解・不信とい

った安全リスクを生む可能性があり，適度な
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支援を目指すべきである． 

 

 村田和弘氏 (ヤマハ発動機) 

「電動アシスト自転車の開発における安

全設計の考え方」 

・1980 年代の環境問題への意識の高まりを背

景に，電動モータと人力を組み合わせた方式

として，パワー・アシスト・システムが開発

された． 1994 年に「電動ハイブリッド自転

車」として発売して以来，市場は順調に成長

し，現在では原動機付自転車の出荷台数を上

回っている． 

・駆動補助機能の付加によって生じる安全リ

スクへの対策として，高速化の防止／誤動

作・故障時のためのフェールセーフ／不正改

造の防止／安全に運転するためのアシスト力

制御，などの項目に配慮された設計となって

いる． 

・安全とは「受け入れ不可能なリスクがない

状態」として定義される． そのため，消費者

のマインドの変化に，メーカは常に対応して

いく必要がある． その際，一企業での対策に

は限界があり，規格の統一化なども含め，業

界団体全体で対応に当たるべきである． 

 

３．議論の内容 

  本節では講演後の議論を下記の 4 項目に分

類してまとめる． 

・安全技術全般 

・フィードバック／操作介入 

・メンテナンス／サポート／給付 

・事故事例収集／分析 

前半の 2 項目はハード面の議論，後半の 2 項

目はソフト面で安全を如何に確保していくか

という議論である． 

 

３．１ 安全技術全般 

  メーカと障害当事者にとって最重要の問題

は機械的な信頼性であり，安全そのものを目

的とした技術に対するモチベーションは高い

とは言えなかった． 

 

・「故障しない」ということが最低かつ最高の

条件であり，実現に努力している． それ以上

踏み込んだ部分にはなかなか手が回らない．

（メーカ） 

・ユーザが電動車いすに一番求めるのは耐久

性． 突然止まることを最も恐れている．（当

事者） 

・安全に対して金を出すという認識が低い．

（当事者） 

 

一方，本プロジェクトで開発している安全装

置に関しては，次のような期待の声も聞かれ

た． 

 

・操作がやっとというようなユーザの場合，

安全が確保されれば寝たきりにならなくてす

むかもしれない．（医療従事者） 

・障害によっては自力で危険を発見すること

が困難な場合もあり，安全のための機能があ

ると助かることは多い．（当事者） 

 

また，実際に販売を考えたときの問題点とし

てメーカ側からは次のような指摘があった． 

 

・現状の技術を（危険であると）否定するこ

とになりかねないので，「安全」ということを

強調しづらい． 

・安全にしたいと活動しても，それが逆手に

取られることも考えられ，メーカとしては慎

重にならざるを得ない． 
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以上の議論を踏まえると，安全機能は必要だ

が，それを開発・製品化するには法的問題も

含め社会環境の整備が不可欠であることがわ

かる． また，市場規模の小さい分野であるこ

とを考慮すると，開発の費用をメーカのみで

負担することは現実的ではなく，行政からの

支援が求められる． 

 

３．２ フィードバック／操作介入 

  本プロジェクトで開発中の安全装置は，危

険探知後に何らかの操作介入を伴う．日産・

小林氏の講演でも述べられていたように，介

入度合いの適切な設定は難しい． 研究会では

ユーザである当事者から，次のような意見が

出た． 

 

・安全なのはいいが，危険を察知してただ止

まってしまうというのでは困る． 

・現行の車いすでも，安全機構の誤作動に戸

惑うことがある． 

・単にアラーム等で危険を知らせるだけなら

ば，マイナス面はあまりないので開発を進め

ていって欲しい． 

 

また，電動車いす以外の福祉機器開発者から

も，同様に操作介入の難しさを指摘する声が

挙がり，今後の開発課題であることが確認さ

れた． 

 

３．３ メンテナンス／サポート／給付 

  電動車いすの安全な使用には，定期的なメ

ンテナンスが欠かせない． しかし，それはメ

ーカ側の一方的な認識であり，ユーザ側にそ

の必要性が必ずしも浸透していないことがわ

かった． 

 

・ユーザにとってはメンテナンスは限りなく

無い方がいい．（当事者） 

・有料の定期点検はユーザの負担になるので

はないか．制度的なサポートは受けられない

のか．（当事者） 

・電動車いすの部品にも，どうしても経年劣

化が避けられないものがある．（メーカ） 

・法令点検ではなく，どうしても嫌だと言わ

れれば仕方がない． 法的な整備があれば，業

界としても取り組みやすい．（メーカ） 

 

現行の給付制度では，顕在化した故障に対す

る修理費用は支給されるものの，故障を事前

に発見するための「点検」に対応する項目は

なく，ユーザが点検を積極的に利用しない一

因であると考えられる． 一方で，ユーザの意

識を変えるための啓もう活動が必要である，

との声も挙がっていた． 

 

・メンテナンスの必要性も含め，安全に対す

る考え方を定期的にユーザへ伝えていく機会

が必要．（当事者） 

・納車前に安全運転の指導などの講習会を開

く，といった活動を始めている．（メーカ） 

 

また，本プロジェクトで開発しているような

安全装置の普及には，給付制度の整備が不可

欠であることも指摘された． 

 

・安全装置はすべてのものにつける必要はな

く，対象者を適切に選んでいけばよい． その

ときにネックになるのが給付されるかどうか．

（医療従事者） 

・あればいいという人でも自己負担になると

「まあいいか」ということになり，普及しな
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い．（医療従事者） 

 

３．４ 事故事例収集／分析 

  日産・小林氏の講演でも強調されていたよ

うに，安全技術の開発には緻密な事故事例分

析が不可欠である． しかし，利用者数がけた

外れに違う自動車と比較して，電動車いすに

関しての事例データは質・量ともに劣ってい

る． 

 

・アメリカには，Fatality Analysis Reporting 

System (FARS) や  National Automotive 

Sampling System (NASS) といったデータベー

スがあり，豊富なデータにアクセスできる． 

（日産・小林氏） 

・電動車いすに関して，現在までに報告され

ている重大事故は 30 数件． ほとんどが単独

事故で目撃者もいない．（メーカ） 

 

また，事故報告の体制についても次のような

指摘があった． 

 

・重大事故の報告だけではなく，ヒヤリハッ

トレベルの情報も集まるような形が望ましい．

（研究者） 

 

このように，今後は安全技術の開発にとどま

らず，重大事故以外の事例データを収集でき

るようなインフラを整備していくことが重要

である． 

 

４．研究会に関するまとめ 

 電動車いすの安全装置普及に向けた課題抽

出を目的として，安全技術研究会を開催し，

ステークホルダによる議論を行った．その結

果，課題として下記の点が抽出された． 

・ 安全機能は必要だが，それを開発・製品

化するには法的問題も含め社会環境の整

備が不可欠である 

・ 市場規模の小さい分野であることを考慮

すると，開発の費用をメーカのみで負担

することは現実的ではなく，行政からの

支援が必要である． 

・ 安全装置を考える上で，操作介入の度合

いは重要なパラメータとなる． 

・ 安全装置の普及には，公的給付制度によ

る支援が重要な要因となる． 

・ 安全性向上には事故情報やヒヤリハット

情報の蓄積が重要である． 

 

 一方で，自動車業界では，安全がお金にな

るという考え方が定着している．利用者の数

や事故の重大さなど，電動車いすとの違いは

あるもの，利用者も含めて社会全体での考え

方の転換が普及に向けた重要なキーとなる．

そのためにも，今回のような研究会は重要で

あり，もっと多くの人を巻き込んだ議論によ

り，社会を動かす力となるような活動をさら

に進めていく必要がある． 

 
Ｇ．実用化に向けて今後残された課題 

下り階段・段差転落回避技術に関しては，

単純な段差については検知・回避可能である

ことは確認できたものの，実環境においては

段差検知後の回避行動と停止行動の適切な判

断が難しく，これに関しても被験者実験等を

重ねることで，操作者の操縦意図を考慮した

違和感のない危険回避技術を確立するのが今

後の研究開発課題である．さらに，開発面で

は，現状はレーザレンジセンサの情報処理に

ハンドヘルドパソコンを用いているが，将来

的にはその他の制御技術のようにマイコン上
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への実装が必要になると考えている． 
直進走行技術に関しては，模擬環境におけ

る技術検証は行ったものの，実環境における

歩道走行時に見られるような，うねりのある

複雑な路面状況での検証を行う予定である．

さらに，電動車いすユーザによる被験者実験

も行い，制御パラメータの最適化や主観的な

操縦性能等が今後の研究開発課題である． 
段差踏破技術に関しては，同じく実環境に

おける実験や被験者実験を行う予定であるが，

模擬環境においても転倒防止バーの電磁ブレ

ーキが適切に解除されず，駆動車輪が空転す

ることがある．スリップを検知し電磁ブレー

キを解除するアルゴリズムの実装等が今後の

研究開発課題である． 
対人衝突回避技術および対人協調走行技術

についても，同じく実環境における実験や被

験者実験を行う予定である．対人協調走行技

術においては，障害物が多い走行空間で衝突

安全機能が働いてしまい，追跡を諦めてしま

うケースがあった．衝突安全機能の安全と自

由さのバランスの検討も含めて，今後実験及

びモニター評価を繰り返す必要があると考え

られる．また，電動車いすが自動／半自動移

動する機能は，より多くのユーザがより快適

に移動するために重要な技術であるが，一方

で万一事故が発生した場合の責任の所在など

について，今後更に議論を深め，社会的なコ

ンセンサスを形成していく必要があると考え

られる． 
 
Ｈ．結論 

本研究開発では，社会的な問題となってい

る電動車いすの安全をテーマとし，技術開発

の立場から解決策を提案した． 
本研究開発では，電動車いすの操作者に起

因する危険性を軽減する（下記①，④に対応）

とともに，機械側が安全性の多くを担うこと

で自立移動の可能性を拡げる（下記②，③，

⑤に対応）ことを目指し，全方向ステレオカ

メラ，レーザレンジセンサ，加速度計，ジャ

イロ等の各種センサを用いた転倒・転落・衝

突回避機能等を電動車いすに付加し，指定課

題に対応した， 
①障害物・段差等危険回避技術 
②段差踏破技術 
③直進走行技術 
④対人衝突回避技術 
⑤対人協調走行技術 

をそれぞれ実現した．研究期間内にこれらの

機能を実装した試作機を開発し，ユーザによ

る実証試験を行った．実証実験では主観評価

と走行評価から成るモニター評価を実施し，

本研究開発の有用性を定量的に実証すると同

時に，アンケート調査でも，本研究開発で開

発した技術がユーザの安全安心向上に寄与す

ることが示唆された．また，i) 習熟を考慮し

た開発・評価手法が必要であること，ii) 安全

制御における各種パラメータの最適化が必要

であることなど，今後の課題についても明確

にされた． 
 本研究開発ではまた，当該技術に関係する

ステークホルダ（利用者，企業，医療専門職，

福祉機器専門家，技術開発専門家等）を集め，

研究会形式でその実用化・普及にむけた課題

の抽出を行った．そこにおいては，安全機能

を技術的な観点から高めていくことはもちろ

ん重要であるが，製品化・普及のためには法

的問題も含め社会環境の整備が重要であり，

まさに今回設定した研究会のような議論の場

を今後も設け，議論を続けていくことが必要

である旨が指摘された． 
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 今後は，本研究開発によって抽出された実

用化に向けた諸課題の解決に取り組む．具体

的には，Ｇ．で述べた各課題を解決するため

の研究・開発とユーザによる実証実験という

サイクルを繰り返すことにより，スパイラル

アップで安全性・信頼性を高めていく． 
 
Ｉ．研究発表（発表予定） 

・日本機械学会ロボティクス・メカトロニク

ス講演会（ROBOMEC2010，2010 年 6 月）

「簡易型電動車いすの斜面走行・段差踏破支

援技術に関する研究」 
・第 25 回リハ工学カンファレンス（2010 年

8 月）「多種センサ技術を活用した安全で安心

なインテリジェント電動車いすの開発」 
・第 25 回リハ工学カンファレンス（2010 年

8 月）「操作介入を伴う安全装置を搭載した電

動車いすの臨床評価」 
 
Ｊ．知的財産権の出願・登録状況 

なし． 
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図 A-1 電動車いすの出荷台数の推移[A1] 
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図 A-2 事故事象別事故分類[A2] 

 

 

図 A-3 事故原因別分類[A2] 
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被験者としての研究参加のための説明書 
（産総研にて行う健常者の方を対象とした実験用） 

 

 

 

 

 

 
 

１．研究課題名：  安全に配慮された電動車いす 

 

２．研究実施者 

研究代表者：佐藤 雄隆（産業技術総合研究所 情報技術研究部門 研究員） 

実験担当責任者：佐藤 雄隆（産業技術総合研究所 情報技術研究部門 研究員） 

実験従事者： 実験に従事する者を全て記載．  

 

３．実験の期間 

この実験は，産業技術総合研究所において全期間が平成２１年 xx 月 xx 日から平成２２年３月

３１日までの期間で実施する予定です． 

 

４．研究の背景 

社会的な問題となっている電動車いすの安全性向上のために，走行環境の危険や電動車いすの

走行状態を的確に察知するセンサ技術を活用したインテリジェント電動車いすを開発します．こ

れにより，当事者の方がより安全で安心に電動車いすの操作を行うことが可能となり，自立移動

の促進に寄与します． 

 

５．実験の目的と方法 
開発したインテリジェント電動車いすについて，有用性，使い勝手，使いやすさ，便利さ，を

評価していただくことが本実験の目的です．具体的には開発した電動車いすの試用実験をおこな

って頂き，主観評価（アンケート，インタビュー）および心理評価（QUEST（満足度），PIADS
（心理的な効果））にご協力いただきます．また，実験中の電動車いすの動作データを記録いた

します． 
実験にかかる時間は評価を含めて３時間程度を予定しています．疲労を感じた場合はいつでも

休憩，または実験を中止できます．実験従事者にお申し出下さい．いずれの実験も，万一に備え，

電動車いすには緊急停止ボタンを被験者の方からも実験従事者からも押しやすい位置に設置して

います．さらに，実験従事者は常に側にいて，転倒や衝突しそうになった場合はすぐに近寄り転

倒・衝突を防ぎます． 
 
①段差踏破補助実験 
図１に示すようなインテリジェント電動車いすの段差踏破補助機能で，段差（2cm, 3cm, 4cm, 

5cm）を低速で通過していただきます．インテリジェント電動車いすは，車いす後部に設置された

ブレーキ制御付きの転倒防止バーによって，通常よりもショックが少なく安定に段差を乗り越え

る機能を有します．  

この研究について 
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(1) (2) (3)

(4) (5) (6)  
図１ 段差踏破実験 

 
②直進走行補助実験 
インテリジェント電動車いすの直進走行補助機能を使って，図２に示すような緩やかなスロー

プ上を走行していただきます．インテリジェント電動車いす，コンピュータが路面の傾斜を自動

的に補正することにより，ジョイスティックを直進方向に倒すだけで容易に直進が可能となる機

能です． 

θR
θL

ω

 
図 2 直進走行補助実験 

 
① 差・障害物回避実験 
② インテリジェント電動車いすの走行環境危険回避機能を使って，図３に示すような段差（5

～20cm）や下り階段，走路上に家具などの障害物がある環境（すなわち実際の生活環境に準

ずる環境）で走行していただきます．電動車いすに危険が及ぶと判断される場合に（１）自

動的に減速・停止する，（２）自動的に安全な方向に方向転換する，機能になります．（１）

と（２）のそれぞれについて評価していただきます． 

 
図３ 生活環境中の段差 

 
④対人安全機能に関する実験 
インテリジェント電動車いすの対人安全機能を使って，図４で示すような数名の実験従事者が

周囲にいる環境で，直進・後退・方向転換等を行っていただきます．人に近づくと（１）電動車

いすが自動的に音を発し周囲の人に注意を促します．さらに人と衝突するなどの危険が及ぶと判

断される場合に，（２）自動的に減速・停止する，（３）自動的に安全な方向に方向転換する，

機能になります．（１），（２），（３）のそれぞれについて評価していただきます． 
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